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第３章 計画の基本的考え方 

１．計画の基本理念 

人口減少や少子高齢化、一人暮らしの高齢者が増える、価値観の多様化といった地域社会

を取り巻く環境は目まぐるしく変化を続けています。そのような中、市民ニーズとして子どもか

ら高齢者まで、相互に支え、支えられる関係性を大切にしながら、住み慣れた地域で安心して

暮らすことができる「地域共生社会」の実現が望まれています。 

本計画においては、「地域がつながる」「地域の支え合い」に重点を置き、本計画の基本理念

を「地域でつながり 誰もが安心できる 笑顔と感謝のある 支え合いのまち」とします。 

 

 

 

 

 

 

  

基 本 理 念 

～地域共生社会の実現に向けて～ 

地域でつながり 誰もが安心できる  

笑顔と感謝のある 支え合いのまち 
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２．計画の基本目標 

これまで行ってきた取組の総括、市民アンケートや関係団体アンケート、ワークショップ等に

より導き出された課題を分析して、本計画の基本理念の実現に向け、次のとおり６つの基本目

標を掲げます。 

 

基本目標１ 地域で共に支え合う意識づくりを進めます 

福祉は、「『ふ』だんの『く』らしを『し』あわせに」する、すべての市民にとって大切で身近なも

のです。昨今の課題でもある、多種多様で複合化した地域生活課題に対応していくため、地域

住民一人ひとりや地域の多様な主体が自ら関心を持ち、関わっていけるような、支え合いの意

識を育てます。 

また、幼少期から福祉教育に関わる機会を増やし、地域や福祉活動へ楽しく参加したくなる

ような取組を進めることで、将来の地域福祉の担い手育成にもつなげます。 

 

基本目標２ 地域で支え合える人づくり、地域福祉活動を促進します 

現在活動している福祉の担い手やリーダーの活動を支援するとともに、「支援する側」と「支

援される側」の垣根をなくし、多様な人材に目を向けることにより、新たな担い手を発掘・育成

します。 

また、働き盛りの若い世代が地域活動やボランティア活動に興味を持ち、できることから少し

ずつ参加できるような仕組みづくりを行います。 

 

基本目標３ 地域のつながりをつくり、頼ることのできる地域づくりを進めます 

子どもから高齢者まで、障がいのある人も含めて、誰もが生きがいを持って活躍できる社会

を目指し、日々の暮らしや地域での心配事や悩み等を共有できる居場所や、気軽に参加・活

躍できる地域活動の場づくりを推進します。 

また、地域生活課題の解決に向けて福祉関係者や関係団体が連携し、顔の見える関係づく

りを行うことにより、頼れる地域づくりを推進します。 

 

基本目標４ 誰一人取り残さない、必要な人へ支援をつなぐ仕組みをつくります 

ライフスタイルの多様化とともに制度や分野を越えた福祉ニーズのほか、生きづらさや困難

を抱える人が増えたことにより、必要な人へ必要な支援が届くよう、見守り体制や相談機能を

充実させ、包括的かつ重層的な支援ができるよう支援体制を強化します。 

また、各種個別計画による福祉サービスの充実や質の向上、福祉サービスに関する情報提

供の充実を図ります。 
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基本目標５ 住み慣れた地域で、安全安心に支え合える環境をつくります 

子ども、高齢者、障がい者など、すべての市民が住み慣れた地域で不安なく暮らせるよう、

公共施設のバリアフリー化などの環境整備や、公共マナー・ルールの周知啓発を行います。 

また、近年多発している自然災害等に備え、日常における地域での支え合いや助け合いが、

いざという時に活かされるよう、日頃から見守り活動や情報共有を行うなど、安心して暮らす

ことのできる地域づくりを進めます。 

 

基本目標６ 誰も自殺（自死）に追い込まれることのない地域社会をつくります 

自殺（自死）は、誰もが自分や家族、友人など、周りの人が当事者になる可能性があることか

ら、市民一人ひとりが身近な問題であると考えられるような意識づくりを推進します。 

自殺（自死）の原因は、健康、仕事、金銭、家庭などと多様であり、それぞれが複雑に関係し

ています。しかし、「自殺（自死）は、その多くが防ぐことのできる社会的問題」であるとされてい

ることから、「生きること」の阻害要因を減らし、促進要因を増やすための取組を行います。 
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３．目標指標の設定 

 

№ 
項  目 

〈指標の説明・設定の理由など〉 
現状値 

(2023) 
目標値 

(2028) 

１ 
福祉に関心がある人の割合 

〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 
70.5％ 

80％以上に
増加 

２ 

福祉や地域のことは、行政も住民も協力し合い、共にとり
くむべきであると考える人の割合 

〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 

39.5％ 
40％以上に

増加 

３ 

共生型拠点及び共生型サービス 

〈高齢者、障がい者、子育て中の親や子ども、その他地域の住
民が自由に集える場、及び高齢者や障がい児(者)が共に利用
できるサービス事業所の数〉 

1ヶ所 3ヶ所 

４ 
ボランティア活動に参加している人の割合 

〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 
20.9％ 

25％以上に
増加 

５ 
民生委員児童委員の地域の担当の方を知っている人の割合 

〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 
27.7％ 

30％以上に
増加 

６ 
社会福祉協議会の活動内容を知っている人の割合 

〈地域福祉計画策定のための「市民アンケート調査」から〉 
27.7％ 

30％以上に
増加 

７ 

地域包括支援センターが何のためにあるか知っている人
の割合 

〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 

29.7％ 
30％以上に

増加 

８ 

基幹相談支援センターが何のためにあるか知っている人
の割合 

〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 

18.1％ 
20％以上に

増加 

９ 

子育て世代包括支援センターが何のためにあるか知って
いる人の割合 

〈地域福祉計画策定のための市民アンケート調査から〉 

22.1％ 
30％以上に

増加 

10 

要配慮者利用施設における避難確保計画 

〈施設が浸水想定区域内等にあり、地域防災計画で定められた
高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児等が利用する施設の避難確
保計画策定割合〉 

３２．９％ 100% 

11 

自殺死亡率（人口10万対） 

〈国は、自殺死亡率を10年間で30％以上減少させるとしている
ことから、国の５年後の目標値とする〉 

24.2 
（2021年） 

13.0 
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４．計画における福祉圏域の考え方 

地域福祉を推進するためには、市民一人ひとりや地域コミュニティ、事業者、行政がそれぞ

れの立場で役割を果たしていく必要があります。 

本計画における福祉圏域は、家族･親族や隣近所といった身近な範囲から稚内市全体まで

を大きく４つの圏域として、それぞれの役割と機能を発揮しながら、相互の連携・情報共有を図

ることによって地域福祉を推進し、「地域共生社会」の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

                                 

              

 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

               

 

 

 

 

稚内市全域 

広域的な調整をしながら、市全体としての取組を推進する圏域で、主に行政や社

会福祉協議会が担う。専門的かつ複合的で高度な課題に対応する包括的な相談

支援体制をつくる。 

中学校区、 
地区民生委員児童委員協議会の圏域 

行政や地域の事業所などとも連携しながら、組織的な福祉活動が行

われる圏域。地域の福祉に係るニーズを吸い上げ、地区のネットワー

クや学校運営協議会(コミュニティ･スクール)などの場を活用し、地域

で課題解決に取り組む。 

町内会などの圏域 

日頃から防犯や防災、環境美化などの取組を行う、地域

活動をする上で最も基礎的な圏域。平時の助け合いや見

守り、有事の安否確認や避難支援を行う。 

家族・親族、隣人 
町内会の班単位の圏域 

普段からのあいさつ、ご近所付き合いを通し

て、異変などに気付いたり、困った時に相談し

たり助け合ったりすることができる関係。 

自 

助 

互 

助 

共 

助 

公 

助 

連携・情報の共有 
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第４章 施策の展開 

稚内市地域福祉計画の基本理念及び基本目標を実現し、地域福祉を推進するため、次の体

系に示す施策を展開します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１ 

地域で共に支え合う 

意識づくりを進めます 

１．一人ひとりの意識の向上 

２．福祉教育・学習の推進 

３．地域や福祉に関心を持つための機会づくり 

基本目標２ 

地域で支え合える人づくり、 

地域福祉活動を促進します 

基本目標３ 

地域のつながりをつくり、 

頼ることのできる地域づくりを 

進めます 

基本目標４ 

誰一人取り残さない、必要な人へ 

支援をつなぐ仕組みをつくります 

基本目標５ 

住み慣れた地域で、安全安心に 

支え合える環境をつくります 

１．地域活動・ボランティア活動の促進 

２．多様な人材の発掘と育成 

３．様々な人の活躍の場づくり 

１．地域福祉の担い手の交流と連携の促進 

２．活動の拠点づくり 

３．気軽に集まれる場づくり 

１．高齢者、障がい者、子育て世代等への支援の充実 

２．生活困窮者、就労が困難な方等への支援の充実 

３．権利擁護の推進 

４．再犯防止の推進 

５．地域の中での見守り体制・相談機能の充実 

６．相談支援機関の連携体制の構築・強化 

７．福祉サービスなどの情報提供の充実 

１．住みやすい生活環境の整備 

２．緊急時・災害時対策の充実 

３．地域における防犯・安全対策の充実 

基本目標６ 

誰も自殺（自死）に追い込まれる 

ことのない地域社会をつくります 

１．地域におけるネットワークの強化 

２．こころの健康づくりを支える人材の育成 

３．住民への啓発と周知 

４．こころとからだの健康につながる支援の充実 

～地域共生社会の実現に向けて～ 

地域でつながり 誰もが安心できる 笑顔と感謝のある 支え合いのまち 

基本理念 

【施策の体系】 
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基本目標１ 地域で共に支え合う意識づくりを進めます 

                

 

▶ 市民アンケートの結果では、約3割の人が、地域での協力関係を築くためには、「自ら進ん

で日頃から住民相互のつながりをもつように心がけること」、「町内会・自治会が中心と

なって交流活動を進めること」、「地域の人が気軽に集まる場所や地域活動の拠点となる

場をつくること」が必要であると回答しています。 

▶ 地域の中で支援が必要な人を支えるためには、認知症や障がいなどの特性を理解するこ

とが課題であるということを、地域ケア会議を通して共有しています。 

▶ 福祉教育・学習については、小中学生・高校生に向けての認知症サポーター養成講座や

体験学習などを行いましたが、養成数が減少しているため、増加させるための働きかけが

必要となります。 

▶ 市や社会福祉協議会では、広報紙やホームページなどを活用して、地域福祉について普

及・啓発を行ってきましたが、今後は若い世代に関心を持ってもらう働きかけが課題となり

ます。 

▶ 高齢者や障がいのある人との交流機会については、当事者・家族・地域の人が参加できる

場の運営・支援を行ってきましたが、担い手が少なく、今後の展開が困難となっています。 

 

１．一人ひとりの意識の向上 

地域福祉の推進と地域共生社会を実現するために、市民一人ひとりが個性を尊重し、相

互に理解し合う意識の向上に取り組みます。 

 

○高齢者の特性や認知症高齢者への対応方法を理解してもらうため、市内の企業に

対し認知症サポーター養成講座を実施するとともに、地域ケア会議において、個別

課題や地域課題の検討を行います。 

〇障がいの有無によって分け隔てられることなく、人格と個性を尊重しながら共生する

社会の実現を目指すため、障害者差別解消法の趣旨について普及啓発を行います。 

〇障がい者等用駐車スペースや公共交通機関の優先シートなど、特別な配慮が必要

な人が利用できるよう、適正な利用についてさらなる啓発を推進します。 

○市・社会福祉協議会・地域が連携し、住民が地域活動に参加しやすい仕組みづくり

を行います。 

○地域の課題を我が事として捉え、共に支え合う意識を育むために、地域や町内会に

積極的に働きかけ、福祉に関する意識の向上に努めます。 

現状と課題 

取組の方向性 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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２．福祉教育・学習の推進 

将来の地域福祉の担い手として期待される子どもたちが、地域福祉を理解し、活動に参加

していくために、福祉教育や体験学習などを推進します。 

また、誰もが学ぶ機会を持てるよう、地域での福祉教育や体験学習を促進します。 

 

○小中学校の総合的な学習の時間を活用してキッズサポーター養成講座を実施する

など、福祉教育や体験学習を行います。 

○福祉教育や体験機会等の実施について、教育機関との連携を強化し、支援を行い

ます。 

〇各団体が実施する教室や講座などを市民カレッジの対象講座とすることにより、認

知症や障がい、人権などについて市民が学ぶ機会を拡充します。 

〇人権教室などの啓発活動を行う人権擁護委員協議会の活動を支援します。 

 

３．地域や福祉に関心を持つための機会づくり 

福祉の担い手となり得る若い世代を中心とした、すべての世代に向けた地域福祉につい

ての普及・啓発を行い、地域や福祉に関心を持つための機会を創出します。また、障がいの

ある人や子育て中の親など、当事者同士の交流の機会となるイベントや事業に取り組み、正

しい理解の促進と差別や偏見の解消を目指します。 

 

〇各種パンフレットやホームページなど様々な媒体を通じて地域福祉について積極的

な普及・啓発を行うとともに、特に若い世代に興味・関心を持ってもらうための情報

発信の方法について検討します。 

○福祉関係、町内会、地域等のイベントや行事を活用し、地域が一体となって地域福

祉に関わる機会を創出し、「集まる」「連携する」ことの必要性や、地域包括ケアを意

識した取組を検討します。 

〇認知症に対する周囲の理解を広め、認知症当事者・家族が居場所として参加しやす

い環境づくりを進めることにより、参加を促進します。 

〇若い世代や元気な高齢者が地域で担い手として活躍できるきっかけや仕組みづく

りを推進します。 

○生活支援サービスの充実に向けて、生活支援コーディネーターが町内会等と連携し、

情報発信や地域資源の活用に取り組みます。 

○障がいのある人や子育て中の親など、当事者同士の交流の機会となるイベントや事

業に取り組み、正しい理解の促進と差別や偏見の解消を目指します。  

市・社会福祉協議会が取り組む事項 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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【基本目標１について、市民や地域・福祉関係者が取り組む事項】 

一人ひとりの 

市民が 

取り組むこと 

○隣近所同士で挨拶や声かけを積極的に行い、コミュニケーションを図り

ます。 

○地域や町内会、子ども会等の行事への参加を近所に呼びかけ、積極的

に参加して相互理解を深めます。 

○地域福祉活動やボランティアに関心を持ち、関連するイベントや活動に

積極的に参加します。 

○地域や福祉に関心を持ち、認知症や障がいの特性などについて学べる

機会に積極的に参加します。 

○障がい者等用駐車スペースや公共交通機関の優先シートなど、特別な

配慮が必要な人が利用できるよう、適正な利用を行います。 

○家庭の中で、子どもが福祉やボランティアに関心を持てる機会を積極

的につくります。 

○自分の地域の課題を把握し、「我が事」として受け止めることができるよ

うに努めます。 

地域や 

福祉関係者が 

取り組むこと 

○地域の行事を利活用し、住民同士が理解を深める交流の場所をつくり

ます。 

○既存のイベントや活動を継続するとともに、魅力ある取組を検討し、実

施します。 

○地域活動の中で、地域福祉について考える機会を設けます。 

○町内会・福祉事業者・教育関係者は、各種行事等の機会を通じて、福

祉に関する意識づくりに取り組み、また相互に協力します。 

○福祉やボランティアに関する周知啓発や情報提供に努めます。 
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基本目標２ 地域で支え合える人づくり、地域福祉活動を促進します 

               

 

▶ 市民アンケートの結果では、地域活動やボランティア活動に参加したことがない人が５割と

多く、参加できない最多の理由は「時間がない」となっています。一方、「きっかけがない・

どこに行ったらよいかわからない」と回答している人が約３割いるため、きっかけや機会が

あれば担い手となり得ると考えられます。 

▶ 多様な人材の発掘と育成については、認知症サポーター養成講座やステップアップ講座、

介護予防サポーターやふまねっとサポーター養成講座の開催による養成とフォローアップ

研修による育成を行ってきましたが、実際に活動するサポーターを増やすためのきっかけ

づくりや仕組みづくりの強化が必要です。 

▶ チームオレンジ（認知症サポーターを中心とした支援者）の活動に向けた認知症サポー

ターステップアップ講座や認知症カフェの開催支援を行いましたが、参加メンバーの固定

化や認知症当事者の参加が少ないことが課題となっています。 

▶ 高齢者の豊かな経験を活用して、シルバー人材センターと連携を図りながら、生きがいを

持って活躍できる場を創出してきましたが、人口減少や企業の定年延長等による会員数

の減少が進んでいます。 

 

１．地域活動・ボランティア活動の促進 

現在活動している地域や福祉の担い手の活動や新規団体の立ち上げを支援するとともに、

活動の周知と啓発をすることにより、地域活動やボランティア活動を促進します。 

 

○地域コミュニティ活動について意識啓発を図り、町内会活動等の活性化を図ります。 

○地域の住民同士が気軽に集い、活動できる「通いの場」の情報を把握し、市民の「生

きがいづくり」「仲間づくり」につながるよう支援します。 

○地域の身近な相談役として、困りごとの相談や見守り活動などを積極的に行ってい

る民生委員児童委員や福祉委員が、相談の内容に応じて関係部署や関係機関につ

なぐ制度や窓口の周知に努めます。 

〇保護司会、人権擁護委員協議会、赤十字奉仕団など、地域活動を推進する既存の

組織の活動を支援します。 

〇ボランティア団体やNPO、市民団体が行う地域活動を支援するとともに、「担い手

不足」や「資金調達」などの課題解決に向け、活動を知ってもらうための広報やPR

活動を促進します。  

現状と課題 

取組の方向性 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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〇団体・グループが「自立性」を保ちながら活動を促進するための財政的な支援として、

民間の助成金制度や地域福祉の財源となる共同募金・民間募金などの情報を収集

し、発信します。 

〇ボランティアに関する相談支援や活動の紹介・派遣等を行うボランティアセンターの

活動を強化し、これからボランティア活動等を開始しようとしている団体の立ち上げ

を支援するとともに、既存の団体の運営を支援します。 

○これからボランティアや福祉活動等に着手する団体・グループに対し助成を行い、運

営を支援します。 

 

２．多様な人材の発掘と育成 

すべての市民が地域福祉活動に参加する社会を目指し、活動の担い手やリーダーとして

活躍できる人材の発掘と育成を行います。 

 

〇活動できるサポーターの養成や育成を推進するためのきっかけづくりや仕組みづく

りとして、市内の企業や公共交通機関等に対して認知症サポーター養成講座を行

います。 

○ふまねっとサポーターが実施する教室等に、備品の貸出等の支援を行います。 

〇チームオレンジの立ち上げを支援するとともに、有償ボランティアの可能性について

検討します。また、地域の情報を把握している生活支援コーディネーターを中心とし

て、地域のニーズと担い手を結ぶ仕組みを検討します。 

〇ボランティア団体やNPO、市民団体が行う地域活動を支援するとともに、「担い手

不足」や「資金調達」などの課題解決に向け、活動を知ってもらうための広報やPR

活動を促進します。【再掲】 

〇地域ボランティアの養成と、新たなボランティアニーズに対応するため、障がい者団

体やボランティア団体の自主的な活動を支援するとともに、意見交換や情報共有を

行い、各団体等が連携できる機会づくりに取り組みます。 

〇認知症当事者やその家族が地域の活動に男女ともに参加できるように支援してい

くとともに、男女共同参画の理解と意識を高めるため、より効果的な取組を検討しま

す。 

 

  

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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３．様々な人の活躍の場づくり 

元気な高齢者や障がいのある人、子どもなど、誰もが自分ができることで活躍できる社会

を目指します。 

 

〇障がいのある人や生活困窮者などの自立に向けた意思を支援し、福祉以外の分野

に働きかけながら、一人ひとりにあった就労の場をつくるため、PR活動の改善と啓

発に取り組みます。 

〇シルバー事業に対する理解や周知を図るとともに、シルバー人材センターの新規会

員に対する様々なフォローや健康維持のための講習会や情報提供などを行い、可

能な限り元気で働けるような取組を進めます。 

○生活支援コーディネーターと老人クラブが連携し、元気な高齢者が活躍できる活動

の場の提供、情報提供に取り組むとともに、有償ボランティアの可能性について検

討します。 

 

【基本目標２について、市民や地域・福祉関係者が取り組むべき事項】 

一人ひとりの 

市民が 

取り組むこと 

○地域の活動や福祉・ボランティアに関心を持ち、積極的に活動に参加し

ます。 

○ボランティアやリーダーを養成するための講座や研修会に積極的に参

加します。 

○隣近所や町内会や班の単位で、地域の担い手を育てます。 

地域や 

福祉関係者が 

取り組むこと 

○ボランティアやリーダーを養成するための講座や研修会の開催に協力

します。 

○地域活動やボランティアに関する周知啓発や情報提供に努めます。 

○地域活動の担い手として期待される地域の人材に関する情報交換を進

めます。 

○日頃の取組の中で、地域の担い手を育てます。 

 

 

 

  

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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基本目標３ 地域のつながりをつくり、頼ることのできる地域づくりを進めます 

        

 

▶ 市民アンケートの結果では、地域福祉を担う主体についての考え方について「行政と住民

が協力し、共に取り組むべきである」と回答した人が多い一方で、福祉サービスを提供す

る制度や組織についての認知度は低くなっています。 

▶ 家族との関係が希薄な高齢者も多く、地域による見守りや制度による支えを必要とする人

が増えていることから、地域や行政、福祉関係者などでネットワークを構築し、顔の見える

関係づくりや連携を深めることが重要です。 

▶ 生活支援体制整備事業において、ボランティア団体などの地域団体の実態を把握し、団体

間の連携・協働を支援する組織づくりのため、委託事業者が地域に出向き、地域団体等の

実態把握を行っています。 

▶ 交流の場や地域活動の拠点づくりのために、関係団体等と協議を進めています。空家等

の利活用を居住だけではなく、福祉団体などを対象とした気軽に集まれる場づくりに貢献

できるような仕組みづくりが必要となります。 

 

１．地域福祉の担い手の交流と連携の促進 

地域福祉活動を効果的に推進するために、地域団体等や福祉関係者など地域の担い手

間の交流を促進するとともに、連携を強化します。 

 

○地域や福祉関係者、関係機関などと連携し、地域福祉を協力し合って進めるための

ネットワークづくりを進めます。 

○ボランティア団体などの地域団体の実態を把握し、団体間の連携が必要な地域包括

ケアの方向性を確認しながら組織づくりを進めます。 

〇就労に結びつかない方への支援である就労準備支援事業の充実を図り、稚内市社

会福祉協議会の安心サポート就職活動応援事業とともに、職場体験による経済的

援助を通して支援します。 

○ボランティアセンターの機能の充実を図り、地域との連携を強化します。 

〇市と社会福祉協議会との連携・協働を進めるとともに、社会福祉協議会の基盤の整

備を支援します。 

〇生活支援コーディネーターが地域へ出向き、地域や町内会等からの要望等があっ

た場合には、関係する機関と連携し情報提供をします。  

現状と課題 

取組の方向性 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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２．活動の拠点づくり 

地域福祉活動を活性化するために、既存施設や地域資源を活用した活動拠点や交流拠

点づくりを進めます。 

 

○交流の場や地域活動の拠点づくりのために、既存施設や遊休施設の活用を促進し

ます。また、空家等の利活用を進めるための仕組みづくりについて検討します。 

○交流の場や地域活動の拠点づくりのために、空家や空き地を利活用して気軽に集ま

れる場づくりを目指します。 

 

３．気軽に集まれる場づくり 

空き店舗や学校の空き教室等の利用や福祉に関するイベントやワークショップを開催する

ことにより、気軽に集まれる場づくりを推進し、地域福祉について考える機会を増やします。 

 

〇学校や町内会など各団体の個々の状況に配慮しながら、住民同士の交流や地域づ

くりについて気軽に話し合える場づくりを支援します。 

○地域のつながりや市民一人ひとりのつながりの強化を図るため、市民が気軽に参加

できる場をつくるとともに、参加しやすい体制・環境づくりを進めます。 

○交流の場や、地域活動の拠点づくりのために既存施設や遊休施設の活用を促進し

ます。また、空家等の利活用を進めるための仕組みづくりについて検討します。【再

掲】 

〇各世代のより多くの人が参加できるよう、福祉に関するイベント等の内容の充実を

図るとともに、場所や手法、どのような形でつながりをつくるのかなど、現状や他の

事例等を踏まえて検討します。 

○地域食堂を支援し、地域のつながりや交流の場、拠点づくりのための支援を行いま

す。 

 

【基本目標３について、市民や地域・福祉関係者が取り組むべき事項】 

一人ひとりの 

市民が 

取り組むこと 

○交流機会や福祉に関するイベント等の情報を収集し、積極的に参加し

ます。 

○地域内の空き店舗や学校の空き教室などを活用して、市民や地域、福

祉関係者が主体となって地域福祉活動の拠点づくりを進めます。 

地域や 

福祉関係者が 

取り組むこと 

〇地域で活動する団体間、福祉関係者間の交流を深め、連携・協働を進

めます。 

○市・社会福祉協議会と行事の共催などの取組を検討・実施します。 

○地域内の空き店舗や学校の空き教室などを活用して、市民や地域、福

祉関係者が主体となって地域福祉活動の拠点づくりを進めます。 

  

市・社会福祉協議会が取り組む事項 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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基本目標４ 誰一人取り残さない、必要な人へ支援をつなぐ仕組みをつくります 

         

 

▶ 市民アンケートの結果では、地域で安心して暮らすために必要な福祉の取組として、約３

割の人が「身近な相談窓口の充実」、「在宅福祉サービスの充実」、「施設サービスの充実」

を挙げています。 

▶ 高齢者支援においては、高齢者サービス事業や介護予防・日常生活支援総合事業による

サービス展開をしています。また、子育て支援においては「子育て世代包括支援センター」

を開設し、産後ケア事業や産前・産後サポート事業等を開始し、心身のケアや育児サポー

ト、子育てに関する様々な相談支援を行っています。 

▶ 生活に困窮する本人や家族に対し、その困窮理由に応じてプランを作成し、必要に応じ就

労支援や家賃支援（住居確保給付金）、家計の見える化（家計改善支援）を行っています。 

▶ 社会問題として顕在化しているひきこもり問題に対し、ひきこもりサポート事業において、

ひきこもり相談窓口を設置し、当事者･家族に必要な支援に届けるための取組を進めてい

ます。 

▶ 権利擁護人材育成事業において、毎年市民後見人フォローアップ研修を実施しています

が、市民後見人自身が高齢化や受任に対する不安、被後見人の資産状況、成年後見制度

の利用促進に対する体制が十分ではないことなどから受任には至っていない状況です。 

▶ 犯罪や非行をした人の中には、貧困や疾病、厳しい生活環境などに生きづらさを抱え、立

ち直りに困難を抱える方が少なくありません。罪を犯してしまった人を必要な支援につな

げられるよう、保健医療や福祉関係者との情報交換を行うことや、保護司に欠員が生じな

いような取組が重要となります。また、国で策定している再犯防止推進計画の中でも、地

方自治体の役割は重要とされており、再犯防止を推進する上で、地方再犯防止推進計画

の策定は必要と考えられます。 

▶ 稚内市認知症高齢者等見守りSOSネットワーク事業において、徘徊高齢者等の捜索の

ネットワークを構築していますが、捜索時の情報提供に時間がかかるなどといった課題が

あります。 

▶ 市民が窓口に来る目的は多種多様であり、高齢者・障がい者・子ども子育て・生活困窮な

どの各分野の連携が重要となるため、複合的な相談に対しても支援がスムーズに行える

包括的な相談窓口の整備が重要です。 

▶ 福祉に関する支援を必要とする人が、必要な情報をいつでも得ることができ、また、わかり

やすい情報を提供するための工夫が必要です。 

  

現状と課題 
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１．高齢者、障がい者、子育て世代等への支援の充実 

個別分野の支援の充実はもちろんのこと、制度を超えたケアラー対策など、柔軟に対応で

きる包括的な支援体制の構築を目指します。また、買い物弱者や交通弱者、除雪困難者等、

日常生活に何らかの支障をきたしている人への支援に努めるとともに、福祉の専門職等の

確保と育成について適切な支援が行えるよう検討します。 

 

○除雪作業が困難な世帯への除雪体制について、地域や市民と一緒に考え、連携し

ながら取り組みます。 

○高齢者、障がいのある人などの移送ニーズを把握して、移動に支援が必要な方の通

院や社会参加などのための移送サービスの充実について検討します。 

〇各分野の個別計画に基づき、高齢者、障がいのある人、子ども・子育てなど一体的

に相談支援を行うための体制を整備し、サービスの充実を図ります。 

〇地域福祉を強化し、地域共生社会の実現に向けた組織・機構の在り方を検討します。 

〇生活環境の変化等を踏まえ、必要な支援と生活の質を向上させるための取組につ

いて検討します。 

〇福祉の専門職の確保や育成について、市全体で考え、福祉関連の事業所に対して

の適切な支援の方法について検討します。 

 

２．生活困窮者、就労が困難な方等への支援の充実 

生活困窮者や就労に困難を抱える人、社会復帰が困難な人の自立支援を進めるとともに、

制度の狭間にいる人や複合化した課題を持つ世帯への相談支援体制の充実を図ります。 

 

〇生活に困窮する本人や家族などに、自立生活支援センターを周知し、必要な支援に

つながるよう広報活動に努めます。 

〇生活に困窮する人の自立の支援につながる事業の拡充を検討します。 

〇ひきこもりやニートの問題に対応できる相談支援体制を継続するとともに、相談窓

口や関連する情報等を周知し、地域住民の理解促進を図ります。 

〇子ども達の必要な基礎学力を保障するため、タブレット端末を使用した学習を進め

ます。 

〇支援を必要とする人に、適切な支援が届くような体制づくりを進めるとともに、新た

な活動の可能性について検討します。 

〇現状の縦割りのサービスでは対応できない、制度の狭間にいる人の困難さを解決

するため、支援調整会議などを通じて関係部署や関係機関が連携し、ケースに応じ

た支援方法を検討します。 

○ひとり親家庭等へ就労支援や生活相談等を行います。  

取組の方向性 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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３．権利擁護の推進 

高齢者、障がい者、子どもを含むすべての人の人権が守られる取組を推進し、家庭内の

虐待では被害者の支援と、加害者への支援を行います。また、市民が安心して相談できる体

制を整備するとともに、関係機関との連携を強化します。 

 

○高齢者に対する虐待の原因が複雑かつ複合的になってきていることから、稚内市高

齢者虐待防止連絡会議等を活用し、関係部署や関係機関と情報共有し、支援を行

います。 

〇市民後見人の活動を支援するとともに、後見実施機関や中核機関等の設置や成年

後見制度の利用促進について検討します。 

○地域においてサービスの利用に結び付いていない要援護者や複合的な課題を抱え

る世帯に対して、各種サービス事業の周知・普及に努め、利用者がわかりやすい包

括的な相談窓口を整備します。 

〇人権擁護委員による特設人権相談等、人権侵害に関する相談窓口を周知するとと

もに、法務局や人権擁護委員協議会等の関係機関との連携を強化し、市民が安心

して相談できる体制の充実を図ります。 

 

４．再犯防止の推進（再犯防止推進計画） 

犯罪や非行をした人が再び罪を犯さないよう、地域社会全体で課題を共有し、孤立させな

い息の長い支援等を行うとともに、市民が安全で安心に暮らせる社会を実現するための活

動を推進します。 

 

○就職や職場定着に向けた制度の活用を含め、相談窓口の整備や支援の充実を進め

ます。 

○児童生徒の非行を未然に防止するため、非行あるいは問題行動を含めた児童生徒

の行動や状況に応じた取組を検討します。 

○犯罪や非行の防止と立ち直りを支援する「社会を明るくする運動」などを通じて、民

間ボランティアの活動や意義について地域住民の理解促進を図り、保護司をはじめ

とする民間ボランティアの確保につなげます。 

○民間ボランティア等と連携し、犯罪や非行をした人が再び罪を犯さないように指導・

支援する再犯防止対策を推進します。 

○再犯防止の取組をわかりやすく周知することなどにより、市民の関心と理解を醸成

します。 

 

  

市・社会福祉協議会が取り組む事項 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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５．地域の中での見守り体制・相談機能の充実 

高齢者や障がい者、子ども、生活困難者等の複合的な問題に対応するため、民生委員児

童委員、赤十字奉仕団、保護司会、人権擁護委員の活動支援と情報共有を行うことにより、

包括的かつ重層的な支援体制の構築し、地域の中での見守り体制と相談機能の充実を図り

ます。 

 

〇徘徊高齢者等の捜索時の情報提供や通信方法について検討を進めます。 

○認知症サポーター養成講座の開催や認知症高齢者等見守りSOSネットワーク事業

を普及することで、認知症高齢者等に対する地域での見守りの輪を広げて行きます。 

○条例に基づいた個人情報の保護や活用に関する取組を進めるとともに、民生委員

児童委員や人権擁護委員等の各種活動に対して適切な支援を行います。 

〇要援護者の把握や情報共有についてルールを定め、日常的な見守り活動や緊急時

の対応に活用します。 

〇孤立しがちな一人暮らしの高齢者に対する見守り活動や在宅介護支援センターに

よる巡回を行うとともに、日常の変化にいち早く気付き、対応できる体制を整備しま

す。 

○地域の身近な相談役として、困りごとの相談や見守り活動などを積極的に行ってい

る民生委員児童委員や福祉委員が、相談の内容に応じて関係部署や関係機関につ

なぐ制度や窓口の周知に努めます。【再掲】 

〇保護司会、人権擁護委員協議会、赤十字奉仕団など、地域活動を推進する既存の

組織の活動を支援します。【再掲】 

○子育て世代包括支援センター(母子保健)と子ども家庭総合支援拠点(児童福祉

（2024（令和６）年４月設置予定）)の機能を統括し、すべての妊産婦、子育て世帯、

子どもへ一体的に相談支援を行う「こども家庭センター」の設置を検討します。 
 

６．相談支援機関の連携体制の構築・強化 

地域における身近な相談機能の充実を図るとともに、複合的な相談に対応するための包

括的な相談支援機関の連携体制を構築・強化します。 

 

○市の福祉、保健、医療、教育などの窓口において職員の各種制度等についての情報

の共有化を図るとともに、高齢・障がい・子ども子育て支援・生活困窮などの各分野

が連携しながら、わかりやすい冊子等の作成や情報提供の方法を工夫し、必要な人

に必要な情報が届くよう努めます。また、複合的な相談に対しても支援がスムーズ

に行える包括的な相談窓口の整備を検討します。 

〇子育て世代包括支援センターや関係機関と連携しながら、妊娠期から育児期まで

の養育者の不安を軽減し、安心して子育てするために必要な情報提供などの相談

支援を行います。 

  

市・社会福祉協議会が取り組む事項 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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７．福祉サービスなどの情報提供の充実 

すべての市民が地域や福祉に関するあらゆる情報を入手・発信ができ、情報共有を可能

にするための仕組みづくりを進めます。 

 

○市の各担当部署や機関、社会福祉協議会について、各々の担当や役割について周

知に努め、必要な情報をわかりやすく伝えることにより地域との連携を強化します。 

○市広報紙「広報わっかない」や社会福祉協議会広報紙「社協だより稚内」、ホーム

ページ等の充実を図り、わかりやすい情報提供に努めます。 

〇福祉に関する支援を必要とする人が、必要な情報をいつでも得られるような仕組み

づくりを進めます。また、情報の入手が困難な人へのきめ細かい配慮や、専門用語

による難しい表現ではなく、平易な言葉を使った説明など、提供の手法を検討しま

す。 

○地域の会合などに職員が出向き、各種出前講座を開催することにより、地域福祉に

関する情報を提供します。 

○生活支援コーディネーターが地域へ出向き、地域や町内会等からの要望等があっ

た場合には、関係する機関と連携し情報提供をします。【再掲】 

 

【基本目標４について、市民や地域・福祉関係者が取り組むべき事項】 

一人ひとりの 

市民が 

取り組むこと 

○地域での問題や課題について、地域等に情報を提供します。 

○買い物や除雪作業など地域の中で困っている人がいたら、隣近所同士

で協力し合います。 

地域や 

福祉関係者が 

取り組むこと 

○買い物や除雪作業など、困っている人がいたら、地域の中で協力して

行います。 

○見守り活動などを通じて、地域においてサービスの利用に結びついて

いない要支援者の把握に努めます。 

○地域において、民生委員児童委員の役割の周知を進めるとともに、身

近な相談を実施します。 

○福祉サービスなどを提供する事業者における相談機能の充実を図りま

す。 

○地域で各種サービスなどについての説明会や専門家による講話や研修

会を開催します。 

○機関紙やホームページなどの活用を検討し、積極的な情報発信に努め

ます。 

○地域の各種サービスについての情報を収集・整理し、情報の共有化を

図ります。 

〇事業活動の中で把握した支援が必要な世帯について、行政などの機関

に情報提供し、連携しながら、見守り支援を行います。 

 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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基本目標５ 住み慣れた地域で、安全安心に支え合える環境をつくります 

    

 

▶ 公共施設、市営住宅等におけるバリアフリー化や、公共灯などのLED化など、安心して暮

らすことができる住環境整備を進めています。 

▶ 災害弱者の有事における避難に関して町内会が取り組む「地域ごとの避難計画」の策定

支援を行っています。また、稚内市避難行動要支援者避難支援計画に基づき避難行動要

支援者名簿を作成する他、平常時において一人ひとりの避難支援の方法等を定めた「個

別計画」の策定を進めています。 

▶ 「稚内市避難行動要支援者避難支援計画」に基づき、避難の際に支援を必要とする人が

安心して避難できるよう、本人の同意を得ながら、避難行動要支援者名簿として把握を進

めています。 

▶ 市民アンケートの結果では、災害時の自力避難について、約６割の人が「避難できる」とし

ており、避難行動要支援者名簿については、約８割の人が「知らない」としています。また、

避難の際に不安に思うこととして、ペットに関する意見が多く挙げられています。 

▶ 2022（令和４）年度末までに20の町内会で自主防災組織が結成されたものの、地域に

よって防災意識に温度差があり、すべての町内会で自主組織結成に至っていません。 

▶ 2017（平成29）年の「水防法等の一部を改正する法律」により、災害時に特に配慮が必

要な高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児等が利用する施設（社会福祉施設、学校、病院等）

の管理者等に、避難確保計画の作成等が義務付けられましたが、作成している管理者等

は全体の４割に満たない状況です。 

▶ スクールガードボランティアによる子ども達の登下校時の見守り活動に取り組みます。 

  

現状と課題 
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１．住みやすい生活環境の整備 

すべての市民が安心して気持ちよく暮らすことができるように、バリアフリー化及びユニ

バーサルデザインを促進し、公共のマナーが守られた生活環境づくりを推進します。 

 

○公共施設や市営住宅等におけるバリアフリー化やユニバーサルデザインを推進しま

す。 

〇誰もが住み慣れた地域で住み続けることができるよう、空き家の有効活用も踏まえ

て、高齢者や障がいのある人、子育て世代など、誰もがより良く暮らせるような住ま

いのあり方について検討します。 

○ペットの飼い方やゴミの出し方のマナーやルールなどについて情報提供と周知・啓

発を行い、安心して暮らすことができる住環境を整備します。 

○公園や緑地の施設や遊具を点検し、適切な更新・廃止を行い、安全管理を徹底しま

す。 

○「クリーンアップわっかない」における清掃活動の啓発と参加団体の掘り起こしを行

い、不法投棄の防止やゴミの適正な排出を推進し、地域の美化運動を推進します。 

○市道の維持管理や公共灯などのLED化を計画に継続するとともに、老朽化してい

る道路等の状況を適切に判断しながら維持・補修を行い、安全確保に努めます。 

○障がい者等用駐車スペースや公共交通機関の優先シートなど、特別な配慮が必要

な人が利用できるよう、適正な利用についてさらなる啓発を推進します。【再掲】 

○除雪作業が困難な世帯への除雪体制について、地域や市民と一緒に考え、連携し

ながら取り組みます。【再掲】 

 

  

取組の方向性 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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２．緊急時・災害時対策の充実 

緊急時・災害時に備え、地域において防災対策を進めます。 

 

〇平常時の情報提供に同意した避難行動要支援者の名簿情報を避難支援等関係者

へ提供し、緊急時の対応に活用します。 

※避難支援等関係者：民生委員児童委員、町内会、自主防災組織、社会福祉協議

会、消防機関、警察署等 

○地域防災計画で定める要配慮者利用施設を利用している方の、円滑かつ迅速な避

難の確保を図るため、管理者等の避難確保計画作成を支援します。 

○避難所でのペット対策に関し、避難所運営マニュアルで飼育スペースについて明記

していますが、飼育方法など詳細について検討を行います。 

○自主防災組織の結成を促進し、地域における防災活動を活性化させます。 

○民生委員児童委員に対する防災講座の開催や災害ボランティアセンターの開設・運

用について検討を行います。 

○市・社会福祉協議会で連携し、災害時に活動できるボランティアの養成を進めます。 

○平常時からの組織力･地域力の向上を図るため、地域や町内会と連携し、防災に関

する出前講座等を実施します。 

 

３．地域における防犯・安全対策の充実 

事故や犯罪にあわないよう、地域において交通安全や防犯への取組を進めます。 

 

○スクールガードボランティアが活動する各地区の状況を把握しながら、地域・学校・

家庭を中心とした子どもの見守り活動を進めます。 

〇罪を犯してしまった人を必要な支援につなげられるよう、関係者の情報交換の場を

つくるとともに、保護司に欠員が生じないよう取り組みます。 

〇市内の金融機関や商業施設において特殊詐欺の被害防止のための啓発を行うとと

もに、消費者被害防止連絡会が発行する機関誌等により、消費生活に関する情報

提供に取り組みます。 

〇消費生活に関する問題を相談するよう呼び掛け、寄せられた相談に対しての助言や

問題解決に努めます。 

 

  

市・社会福祉協議会が取り組む事項 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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【基本目標５について、市民や地域・福祉関係者が取り組むべき事項】 

一人ひとりの 

市民が 

取り組むこと 

○外出が困難な方の外出の手助けを、できる範囲で行います。 

○町内会や自主防災組織の防災活動に積極的に参加します。 

○隣近所における支援が必要な人の把握に努めます。 

○地域における見守りや声かけを行います。 

○交通ルールやゴミ出しマナーなどを守り、交通安全や環境美化に努め

ます。 

〇防災訓練やAEDの操作、消費者問題などに関する研修に積極的に参

加します。 

〇公共施設や道路などについて、障がいのある人などが利用しにくい箇

所を把握して、地域や行政に情報提供します。 

地域や 

福祉関係者が 

取り組むこと 

○外出が困難な方の外出の手助けを、できる範囲で行います。 

○市や町内会が実施する防災活動に参画します。 

○地域の中で支援が必要な人を把握し、災害発生時における避難体制の

構築を図ります。 

○地域ごとの避難計画の策定を進めます。 

○スクールガードボランティアによる、子どもたちの見守りを続けます。 

〇公園や緑地に設置される遊具や設備などに破損や故障などを見つけた

ら、管理者に連絡します。 
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基本目標６ 誰も自殺(自死)に追い込まれることのない地域社会をつくります 

         

 

▶ 「地域自殺実態プロファイル 2022」によると本市の自殺者数は、2017（平成29）年から

2021（令和３）年の５年間の合計で33人（男性２６人、女性７人）となっており、自殺者数

は、ほぼ７人前後で推移しています。自殺死亡率（人口10万人あたりの自殺による死亡率）

は全国・全道と比較して、高い状況であり、全国・全道と比較して性別では男性が占める

割合が高く、年齢別では男性の60歳以上と40歳代から59歳の自殺死亡率が高くなって

います。また、国は、同プロファイルにおいて本市の自殺（自死）対策の課題として、「高齢

者」、「生活困窮者」、「勤務・経営」「子ども・若者」の４点を掲げています。 

▶ 市民アンケートの結果では、日頃の悩みの原因として、「病気など健康の問題」が最も多く

なっています。また、自殺（自死）対策に関するPR活動について、約７割の人が「必要」ある

いは「どちらかといえば必要」と回答しています。 

▶ 自殺（自死）につながる可能性が高い、複合的な課題を抱えているケースや、子育て世代

包括支援センターにおいて、母親の産前産後うつなどの精神保健上の課題が抱えるケー

スが増えていることから、様々な職種や関係機関と連携し、支援を実施しています。 

▶ 悩んでいる人に寄り添い、支援する人材を増やすため、ゲートキーパー研修を行いました。 

▶ こころの健康についての啓発と周知のため、講演会や出前講座等を行うとともに、相談機

関の発信は、今後も継続していくことが必要です。 

▶ こころとからだの健康につながる支援について、高齢者に対しては介護予防、市民に対し

ては、がん検診や健康に関する講座などを重点的に実施し、健康に過ごすことができるよ

う取り組んでいます。 

  

現状と課題 

「自殺」と「自死」の併記の考え方について 

国が推進すべき自殺対策の指針として定めた自殺総合対策大綱には「自殺は、その多くが追

い込まれた末の死」との基本認識が示されており、自殺とは個人の自由な意思や選択の結果で

はないとされています。 

こうした中、「自殺」という言葉に「殺す」という文言が含まれることにより、遺族が受ける感情

的な意味合いから、遺族の心情に配慮した「自死」への言い換えについて、各自治体や関係団

体において議論されているところです。 

しかしながら、「自死」の表記を全国的に統一しているのは「自死遺族」との表記など遺族に関

わる施策や表現をする場合のみで、その他で統一された「自殺」と「自死」の使い分けや「自殺」

を「自死」に言い換える特段の定めはなく、使用する各自治体や関係団体の判断に委ねられて

いるのが現状です。 

本市としては「自死」という表記は、自殺に対する偏見や差別をなくし、本人の尊厳を守るとと

もに、遺族の心情に配慮できるものであると考えますが、市民への定着状況を踏まえ、当面は 

「自殺」と「自死」を併記することにしたいと考えます。 

ただし、法律名や国からの通知文書の引用、「自殺者数」「自殺死亡率」等の統計データ中の

表記、その他、「自殺未遂」「自殺願望」等の慣用的に使われ定着している熟語で「自殺」を用い

ている場合は併記しないこととします。 
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【自殺者数と自殺死亡率の推移】 

（人数：人） 

 2017年 
(H29) 

2018年 
(H30) 

2019年 
(R元) 

2020年 
(R2) 

2021年 
(R3) 

合計 平均 
 2022年 

(R4) 

自殺者数（稚内市） 7  7  4  7  8  33  6.6  5 

自殺死亡率（稚内市） 19.7  20.1  11.7  20.8  24.2  - 19.3  15.5 

自殺死亡率（全国） 16.7  16.3  15.8  16.6  16.6  - 16.4  17.4 

自殺死亡率（全道） 18.4  18.3  18.0  17.7  18.4  - 18.2  18.7 

※自殺死亡率：人口10万人あたりの自殺（自死）による死亡率 

 

【自殺者数と男女比率】 

（人数：人、男女比率：％） 

区分 

2017年 
(H29) 

2018年 
(H30) 

2019年 
(R元) 

2020年 
(R2) 

2021年 
(R3) 

5年間合計  2022年 
(R4) 

人
数 

男
女
比
率 

人
数 

男
女
比
率 

人
数 

男
女
比
率 

人
数 

男
女
比
率 

人
数 

男
女
比
率 

人
数 

男
女
比
率 

人
数 

男
女
比
率 

稚

内

市 

男性 7 100.0 4 57.1 3 75.0 4 57.1 8 100.0 26 78.8  3 60.0 

女性 0 0.0 3 42.9 1 25.0 3 42.9 0 0.0 7 21.2 2 40.0 

合計 7 100.0 7 100.0 4 100.0 7 100.0 8 100.0 33 100.0 5 100.0 

全

国 

男性 14,826 69.5 14,290 68.6 14,078 69.8 14,055 66.7 13,939 66.4 71,188 68.2 14,746 67.4 

女性 6,495 30.5 6,550 31.4 6,091 30.2 7,026 33.3 7,068 33.6 33,230 31.8 7,135 32.6 

合計 21,321 100.0 20,840 100.0 20,169 100.0 21,081 100.0 21,007 100.0 104,418 100.0 21,881 100.0 

全

道 

男性 665 67.4 666 68.2 666 69.6 565 60.6 621 64.6 2,488 65.3 635 65.5 

女性 322 32.6 310 31.8 291 30.4 368 39.4 340 35.4 1,322 34.7 335 34.5 

合計 987 100.0 976 100.0 957 100.0 933 100.0 961 100.0 3,810 100.0 970 100.0 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 

 

【性・年代別（2017（平成29）～2021（令和３）年平均）の自殺者割合】 

 

資料：「地域自殺実態プロファイル」2022 
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１．地域におけるネットワークの強化 

自殺（自死）は地域の課題であるという認識を共有し、様々な問題に対応可能な相談体制

の充実を図ります。 

 

〇自殺（自死）対策に関わる様々な職種との連携を行います。 

〇孤立しがちな一人暮らしの高齢者に対する見守り活動や在宅介護支援センターに

よる巡回を行うとともに、日常の変化にいち早く気付き、対応できる体制を整備しま

す。【再掲】 

○地域コミュニティ活動について意識啓発を図り、町内会活動等の活性化を図ります。

【再掲】 

〇精神保健に関する課題を抱える住民への相談支援体制の整備について、民間企業

との連携も含めて、関係機関と検討します。 

 

２．こころの健康づくりを支える人材の育成 

自殺（自死）に関する正しい知識の普及を進めるとともに、ゲートキーパーなどの自殺（自

死）対策に関わる支援者を育成します。 

 

○悩んでいる人に寄り添い支援ができる人材を育成するため、ゲートキーパー研修を

開催します。 

 

 

  

取組の方向性 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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３．住民への啓発と周知 

相談機関等に関する情報の普及・啓発を進めるとともに、自殺（自死）対策についての理

解を深めます。 

 

〇児童や生徒がいのちの大切さを学び、豊かな心を育むための支援を行います。 

〇自殺（自死）を地域の社会問題としてとらえ、こころの健康に関する正しい知識や情

報の普及・啓発を行うための講演会等を開催します。 

〇悩んでいる人が適切な場所で相談できるよう、相談機関を市民に周知します。 

〇市民や団体等に対して、こころの健康に関する講座等を実施します。 

〇企業等からの依頼や働きかけを行い、出前講座やゲートキーパー研修を実施し、働

く世代のこころの健康づくりに関する情報を発信します。 

〇認知症に関連する講演会の開催やサポーター養成講座の実施、認知症の方やその

家族への相談支援等を行います。 

〇誰もが年齢を問わず豊かな人生を送れるよう、ライフステージに応じた学習の機会

を拡充します。 

〇虐待やドメスティックバイオレンスに関連する正しい知識を普及し、相談支援を行い

ます。 

〇性的マイノリティ（LGBTなど）に関する正しい知識を普及し、相談支援を行います。 

〇妊娠・出産・育児の相談に関する支援を行います。 

〇いじめや不登校、問題行動等の相談や指導を行います。 

〇生活困窮者の相談や就労等の自立支援を行います。 

〇ひとり親家庭等へ就労支援や生活相談等を行います。【再掲】 

〇消費生活に関する問題を相談するよう呼び掛け、寄せられた相談に対しての助言や

問題解決に努めます。 

 

  

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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４．こころとからだの健康につながる支援の充実 

いのちを大切にし、豊かなこころを育むための支援や、自ら相談する意識の醸成に取り組

むとともに、生涯を通じて健康にいきいきと暮らせるよう、こころとからだの健康増進を図り

ます。 

 

○介護予防の普及・啓発を行い、住民主体の介護予防の取組の充実を図ります。 

〇老人クラブ等への支援を行います。 

〇高齢者の外出や移動の支援について運転免許返納の取組と連携するとともに、居

場所づくりにより社会参加を促進します。 

〇障がいのある人や生活困窮者などの自立に向けた意思を支援するため、福祉以外

の分野に働きかけながら、一人ひとりにあった就労の場をつくるという発想に立った

取組を進めます。【再掲】 

〇シルバー事業に対する理解や周知を図るとともに、シルバー人材センターの新規会

員に対する様々なフォローや健康維持のための講習会や情報提供などを行い、可

能な限り元気で働けるような取組を進めます。【再掲】 

〇年齢や障がいの有無に関わらず、すべての人の居場所づくりを支援します。また、

各種活動への支援や手話・要約筆記等のボランティア養成等を行います。 

〇地域包括ケアに関する出前講座や各種講座を実施し、介護予防、医療、介護、生活

支援など高齢者に関する情報提供を行い、地域包括ケアを意識した取り組みを強

化します。 

〇レスパイト（介護する側が一時的に介護を離れてリフレッシュすること）サービスを検

討するとともに、当事者同士の交流機会を創出します。 

〇小中学校にスクールソーシャルワーカー及びスクールカウンセラーを派遣するほか、

不登校の児童生徒の居場所として引き続き、つばさ学級を開設します。 

〇ボランティア団体やNPO、市民団体が行う地域活動を支援するとともに、「担い手

不足」や「資金調達」などの課題解決に向け、活動を知ってもらうための広報やPR

活動を促進します。【再掲】 

〇様々な場所で活動できるボランティアの養成や活動を支援するとともに、周知の方

法について検討します。 

〇これまでの入退院時連携、口腔ケア、市民啓発の取組に日常の療養支援や急変時

の対応の取組も追加し、在宅医療と介護の連携やネットワーク構築をより進めてい

きます。 

○市民の健康意識を高めるため、健康に関する講座や研修会等の機会の充実を図る

とともに、健診（検診）の受診率向上の取組を進めます。 

○ひきこもりやニートの問題に対応できる相談支援体制を継続するとともに、相談窓

口や関連する情報等を周知し、地域住民の理解促進を図ります。【再掲】 

○高齢者の社会参加、ひきこもりの防止、介護予防の充実を図るため、老人クラブ等

に属さない方でも自由に参加できる活動として「フリークラブ」を設置し、高齢者の

外出機会を提供します。 

市・社会福祉協議会が取り組む事項 
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【基本目標６について、市民や地域・福祉関係者が取り組むべき事項】 

一人ひとりの

市民が 

取り組むこと 

○自らのいのちを大切にします。 

○ストレスの対処法を身に付けます。 

○自らの心の不調に気づいたら、早めに専門機関に相談します。 

〇自殺（自死）の要因となり得る、生活困窮・児童虐待・性暴力被害・ひき

こもり・性的マイノリティ（LGBTなど）等について理解を深めます。 

〇自殺（自死）に対する正しい知識や理解を深めます。 

〇いじめは人権を侵害する決して許されない行為であると認識します。 

〇いじめを発見した場合には、学校や関係機関に速やかに連絡をします。 

地域や 

福祉関係者が 

取り組むこと 

○地域で孤立する人を防ぐため、普段から近隣や身近な人への声掛けな

どをします。 

〇世代間ギャップを埋めるための世代間交流を促進します。 

〇身近な人の変化に気づいたら、声をかけ、話を聞き、悩んでいたら専門

機関に相談するよう勧め、温かく寄り添いながらじっくり見守るようにし

ます。 

〇児童や生徒が健やかに成長できるよう地域で見守ります。 

○高齢者の単身世帯などに、日常的に気を配り、異変を感じたら、ためら

わず関係機関等に連絡します。 
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第５章 計画の推進 

１．計画の進捗管理 

本計画の進捗状況の点検・見直しについては、必要に応じて行います。点検・見直し結果は、

稚内市から稚内市保健医療福祉審議会へ報告し、それに対する意見を市長に述べることがで

きるものとします。 

審議会からの意見は、事業の改善など、計画の効果的・効率的な推進につなげます。 

 

２．市における計画の推進 

（１）庁内推進体制の整備 

地域福祉に関わる課題や問題は、保健、医療、福祉はもとより、教育、市民活動、まちづくり、

建設、経済など庁内の担当部局も多岐に及びます。 

地域福祉に関する課題や問題を、あらゆる分野の部局が共有し、関連する部局間で連携し

て取り組める体制づくりを進め、全庁的に本計画を推進していきます。 

 

（２）市職員の意識や資質の向上 

市民や地域から信頼されるためにも、地域福祉に関する意識の向上を図る取組を積極的に

進め、地域に出向くことを重点的に推進します。 

 

 


